
は　じ　め　に

　２０１１年（平成２３年）３月，箱木真澄教授が広
島経済大学を退任され，東北大学に続き名誉教
授の称号を授与されたとのこと，誠に慶賀の至
りである。これも教授の研究・教育上の顕著な
業績・貢献とともに心身の健康があってのこと
と心より祝福する次第である。箱木教授と知り
合って早や半世紀近い歳月が経過したが，初め
て会ったときの若々しい活動的な風貌と印象は
今も変わらない。敬愛する箱木教授はわたくし
にとって文字通り長年の盟友である。教授は毎
年，国際的な学会・シンポジウム参加や研究・
調査のため一定期間海外出張しておられ，国際
的に活躍する行動的学者である。箱木教授とは
大阪大学の故渡辺太郎先生の同門弟子であるが，
年齢の近い兄弟弟子には井川一宏教授（神戸大
学名誉教授・京都産業大学教授）や原正行教授
（神戸大学名誉教授・摂南大学教授）など優秀な
学者がいる。
　ところで，１０年近く前，わたくしは箱木教授
の推薦で広島経済大学に出講して大学院で国際
金融論特論，学部で貿易政策を講義した。とく
に，大学院では大変充実した授業ができたこと
が強く思い出に残っている。出講の際，しばし
ば通った大学正門の脇に石盤が建てられていた
が，そこには推古１１年（６０３）に聖徳太子が制定
された「十七条憲法」の「和を以て貴しと為す」
という周知の言葉が刻まれていた。この言葉は

広島経済大学の建学の精神を表わすとのことで
あるが，わが国にとって「十七条憲法」は最も
重要な文書の一つであり，聖徳太子は日本とい
う国の形の礎（いしずえ）を築いた大恩人であ
る。親鸞 聖  人 は太子を日本のお釈迦様と呼ばれ

しょう にん

たそうであるが，聖徳太子はわたくしが最も尊
敬する日本人の一人である。
　本稿の執筆に当たり，箱木教授から内容は自
由に書いて良いという助言があり，テーマを標
題のようにさせていただいた。本稿の目的は経
済学説史上の主要理論の意味を考え，経済社会
を経済主体間および市場間の「相互依存性」，な
らびに時間の推移の中でのストックとフロー間
の「相互作用」という観点からわたくしなりに
再整理し，そして歴史上の重要な宗教・倫理・
思想の核心が経済学の理論的核心に相通じてい
ることを確認することである。

１．　経済学のフレームワーク（１） ─一般均
衡理論の構造─

１．１　経済主体の行動原理

　わが国の政府内閣府の経済部門（主体）の大
分類は，次節でも述べるように家計（個人企業
を含む）・対家計民間非営利団体・企業（非金融
法人企業）・金融機関（民間・公的・日銀）・一
般政府の５部門であるが，この節では，市場経
済のメカニズムの特徴を浮き彫りにするために，
政府部門を無視した閉鎖経済を仮定して議論す
る。以下，家計と企業の経済行動原理を簡単に
整理しておく。
（１）家計は，生産要素と財貨・サービスの諸価
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格を所与として，自己の所有する生産要素の
供給ならびに現在までに蓄積してきた金融資
産から労働所得・地代・利子配当など要素所
得を得るが，この稼得した一定の予算制約の
下で効用最大化を求めて，自己の選好体系に
もとづいてまず消費支出と貯蓄の配分を決め，
さらにその消費支出は多くの消費財・サービ
スに，そしてその貯蓄は各種の金融資産の追
加的純取得および非金融資産（住宅など）の
取得のために配分する。家計の効用最大の主
体的均衡条件は任意の２財の消費における限
界代替率が当該２財の価格比率に等しいこと，
これである。

（２）企業は，諸価格を所与として，その固有の
経営組織・ノウハウと機械設備に体化された
生産技術制約の下で，利潤最大化を求めて生
産量を決定するが，そのために家計から供給
される生産要素および資金に対する需要量を
決定する。企業の利潤最大化の主体的均衡条
件は，複数の生産要素を用いて複数の財を生
産している場合，（a）任意の２財の生産にお
ける限界代替率（技術的代替率）が当該２財
の価格比率に等しいこと，（b）任意の２生産
要素間の限界代替率がそれらの要素間の価格
比率に等しいこと，（c）任意の生産要素と生
産する任意の財との間の限界変形率（別言す
れば当該財で表したこの要素の限界生産物）
が当該の要素と財との価格比率に等しいこと，
これである１）。

１．２　市場の一般均衡─経済主体間および市場間

の相互依存関係─

　市場の種類は財貨・サービス，生産要素，金
融証券等のそれぞれの数だけ存在する。各市場
は当該財の市場供給量と市場需要量とが等しく
なるところで均衡する。この市場均衡は当該財
の価格の調整を通じて成立する。かくして，特
定の諸条件の下で各財・サービスの供給量と需

要量，生産要素の供給量と需要量が決定される。
換言すれば，これらすべての市場が均衡すると
ころで国民経済の資源配分が決定される。P. A. 

サムエルソン（１９１５～２００９）（１９７０年ノーベル
経済学賞受賞）の言葉を借りれば，結局，どの
財をどれだけ生産し（What），いかに生産する
か（How），そして誰のために生産するか（For 
Whom）という資源配分・生産方法・所得分配
の問題が同時に決定されるのである２）。特定の
財の生産技術の進歩や特定の財に対する嗜好の
高まりなど与件の変化は当該財市場の需給に影
響を与えて価格を変化させ，当該財と他財との
消費・生産上の代替・補完関係あるいは相互依
存関係を通じて様々な調整がなされ，最終的に
新しい均衡の下での資源の再配分が実現する。
　市場の一般均衡とは，いうまでもなく全ての
市場が同時に均衡した状態をいうが，そのとき
市場に参加している全ての経済主体の主体的均
衡（極大条件）も満たされている，すなわち 

すべての主体的均衡も必然的に同時に成立して
いることになる。この一般均衡理論を最初に提
示したのがオーストリア学派の L.ワルラス
（１８３４～１９１０）であった３）。

１．３　国民経済とワルラス法則

　貨幣経済にあっては，国民経済における全主
体によるすべての財貨・サービス・生産要素・
金融資産の総供給額は貨幣に対する総需要量
Mdに必ず等しく，他方，財貨・サービス・生
産要素・金融資産に対する総需要額は貨幣の総
供給量 Msに必ず等しい。それゆえ，いま第ｉ
財の供給量を Si，その需要量を Di，そして第ｉ
財の貨幣価格を pi（i ＝１，２，……，n－１，n）
で表すと，周知のワルラス法則（Walras’ law）
により，Md ＝ Msが成立するならば，必ず
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{p１S１＋ p２S２＋……＋ pn–１Sn–１ ＋ pnSn}　　　 

　　　＝ {p１D１＋p２D２＋……＋pn–１D n–１＋pnDn}

……（１.１）

が成立し，逆もまた成り立つ。すなわち，n個
の財貨・サービス等の市場が均衡するならば貨
幣市場も均衡し一般均衡が成立することになる。
ところで，この式を各市場の需給を明確にする
ために変形すれば，

{p１（S１ － D１）＋ p２（S２ － D２）＋……
　　＋ pn-１（Sn–１－ Dn–１）＋ pn（Sn － Dn）} ＝０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 ……（１.２）

となる。かくして，この式から n個の市場がす
べて同時に均衡するSi ＝ Di（i ＝１, ２,……, n–１, n）
ためには，任意の n–１ 個の市場が均衡すればよ
いことになり，残余の市場（例えば第n財市場）
は必然的に均衡するのである。
　ところで，いま任意の財たとえば第 n財 

をニュメレール（価値基準）として，各財の相
対価格を pi*（i＝１，２，……，n – １）とすれば上
式は

{p１*（S１ － D１）＋ p２*（S２ － D２）＋……
　　＋ pn–１ ＊（Sn–１－ Dn–１）＋（Sn － Dn） } ＝０
 　　　　 ……（１.３）

となる。
　ここで，これまで明示しなかったが，（１.３）
式のそれぞれの Siと Diは全ての財貨・サービ
ス，生産要素の価格 pi*の関数である。換言す
れば，Siおよび Diの pi*への依存関係は，消費
における諸財・生産要素相互間の代替・補完関
係，ならびに生産における諸財・生産要素相互
間の技術的な代替・補完関係の有無・強弱に
よって決まるのである。
　一般均衡の安定性が満たされるとして，与件
の変化が経済体系全体に及ぼす効果はこれら諸
関係の総体すなわち市場経済の相互依存関係に

よって決定されることになる。この問題は J. R.

ヒックス（１９０４～１９８９）（１９７２年ノーベル経済
学賞受賞）の『価値と資本』（１９３９）によって体
系的に明確化された。市場の一般均衡でのこの
n –１ 個の相対価格が国民経済のあらゆる資源配
分・生産方法・所得分配を決定することになる。

１．４　マクロ経済の市場一般均衡と経済循環の構

造

　以下では，国民経済における多数の市場を，
マクロ経済分析の観点から，消費財・サービス
市場，資本財市場，原材料・中間財市場，生産
要素市場，金融証券市場に大分類する。このマ
クロ経済の場合にも，当然，マクロ市場の一般
均衡が最大の関心事であることは言うまでもな
い４）。
　次頁の図１は，このようなマクロ経済の日々
年々の国民経済の循環と，市場を媒介とする経
済主体間の相互依存関係を示したものである。
ただし，資本主義市場経済の特徴を浮き彫りに
するため，ここでは政府の経済活動を捨象し閉
鎖経済を仮定している。
　家計（群）Ｈは消費生活のため生産要素を市
場に供給して獲得した国民所得Ｙを消費支出Ｃ
に費消し，残余を貯蓄Ｓする。貯蓄は銀行を通
じて間接的にあるいは証券市場を通じて直接的
に企業（群）に資金供給される。企業（群）Ｆ
は生産活動のため生産要素を要素市場から需要
し，設備投資のために資金を証券・金融市場か
ら需要する。そして他の企業から原料・中間財
を調達して，ある企業は最終財としての消費財
生産Ocをして家計に供給し，別の企業は最終財
としての資本財Okまたは中間財を生産して他の
企業に供給する。将来の事業規模と生産設備の
拡張を計画している企業は投資支出Ｉすなわち
資本形成 D Kを実行するが，通常，自己資本で
は足りず金融機関からあるいは証券市場を通じ
て資金を需要する。
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　図１において，時計回りの実線は財貨・サー
ビス・生産要素・証券などモノの流れを示し，
逆時計回り（反対方向）の点線は貨幣（カネ）
の流れを示している。図全体の流れが国民経済
循環の構造を示しているのである５）。図の構造か
ら，家計と企業，企業と企業の間の相互依存関
係があり，原材料の供給体制（サプライチェー
ン）やインフラストラクチャー（infrastructure）
が損なわれたり，どの財市場の流通（物流）が
滞ったりしても，経済循環のスムーズな流れが
損なわれることが分かる。これは戦争や大震災
などの勃発を想起すれば明らかであろう。
　図１に示されているように，生産要素を企業
に提供しているどの家計も雇用など所得源を主
として企業に依存しており，また消費財・サー
ビスの調達ひいては国民の消費生活も生産を
行っている企業に依存しているのである。他方，
企業は生産のための生産要素を家計に，そして
企業は原料・中間財，資本財を相互に他の企業
に依存し合いながら生産活動を行っているので
ある。さらに，金融・資金の面でも家計・金融

機関・企業が互いに依存しているのである。こ
れを一言でいえば，高度に発展した資本主義市
場経済において，すなわち自給自足から遠くか
け離れた現代経済社会では深浅の差はあれ，全
ての市場は互いに相互依存の関係あるいは相互
作用の関係にあり，また全ての経済主体は文字
通り互いに相互依存の関係にあるのである。こ
のような見方の原点がワルラスの一般均衡理論
であったのである。いずれにせよ，一般均衡理
論の考え方は今も多くの経済学者が経済学にお
けるパラダイムであると考えていると思われ
る６）。閉鎖経済では，マクロ経済活動の一定期
間の成果は，①国内総生産すなわち GDP ＝ 
 Oc ＋ OK（生産面），②国内支出 ＝ C ＋ I（支出
面），そして③付加価値合計である国民所得の使
途すなわち Y ＝ C ＋ S（所得処分）という３つの
観点から示すことができ，三面等価の原則より，
閉鎖経済下の国民貯蓄 S ＝国内投資 I ＝資本蓄積
D Kという国富蓄積の基本関係が成立する。
　上で述べてきたような経済構造の内部での相
互依存関係以外に，とくに産業間の相互依存関
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図１　資本主義市場経済システムにおける経済循環の構造
　　　──経済主体（部門）間・市場間の相互依存関係──

注１）ここでは，市場経済における経済循環の本質を示すため，政府部門と対
外経済関係を無視する。

注２）国民概念と国内概念の厳密な区別は無視する。



係に焦点を当てた産業連関表（投入産出表），さ
らに今日では環境と経済の相互依存関係，自然
と経済の「物質フロー」など現代社会において
経済社会をめぐる多くの相互依存の関係が議論
されているのは周知のところである。
　ここでは，たとえば企業（産業）間の相互依
存を産業連関の観点から見ておく。たとえば，
 川  上 （上流）の企業は原料・中間財を 川下 （下
かわ かみ かわしも

流）の他企業に供給し，資本財を川下の他の企
業から調達する。他方，川下の企業は原料・中
間財を川上の他企業から需要し，生産した消費
財は家計に資本財は他企業に供給する。かくし
て，産業間・企業間でも密接な相互依存の関係
が成立しているのである。
　とくに，周知のように産業間の投入・産出の
関係を産業連関と呼んでいる。たとえば，乗用
車という最終財を生産するには，（a）材料とし
て，①車体（輸送機械）②タイヤ（その他の製
造工業製品）③計器・時計（精密機械）④ライ
ト（電気機械）を組み合わせて生産されるが，
これらの各材料を生産するためには，（b）原料
として，①車体の生産には鉄板（鉄鋼），塗装
（化学製品），ガラス（窯業・土石製品）が投入
され，②タイヤの生産にはゴム（その他の製造
工業製品），③計器・時計の生産には電子部品・
集積回路（電気機械）が投入され，さらに（c）
これらの各原料を生産するためには，①鉄板を
生産するには鉄鉱石（鉱業）を必要とする等々，
如何なるモノも他に依存せずに孤立的に（自律
的に）自己の経済活動をなしうるものは何も存
在しないのである。（以上，toukei.pref.ishikawa. 
jp/annual/kaiseki/renkan_h7参照。カッコ内は
３２分類した産業名である）。

２．　経済社会のフレームワーク（２）─国民
経済の成長・変動・発展─

２．１　シュムペーターの革新（イノベーション）

─経済動学の基礎─

　さて，前節の説明は国民経済の循環に関する
ものであった。この経済循環は時間の流れの中
で絶え間なく進行していく。
　ところで，企業（者）が事業活動の拡大のた
めの新しい設備投資を全くしないならば，投資
のための資金需要は発生せず，したがって金利
は結局ゼロとなり，その結果貯蓄を通じる企業
への直接・間接の資金供給も皆無となるであろ
う。そこでは新たな資本形成も国富の蓄積もゼ
ロである。J.シュムペーター（１８８３～１９５０）は
このような静態的性質の状態を静態的循環と呼
んだ。それは経済変動や経済発展が全く生じな
い経済循環であり単純再生産と呼ぶこともでき
るものである。
　これに対して，シュムペーターは『経済発展
の理論』（１９１２）において，資本主義経済の本質
は企業者による新結合すなわち新機軸（innova-
tion）革新の遂行にあり，そのための投資資金
の調達とりわけ銀行の役割（間接金融）の重要
性を強調して，これこそが資本主義経済におけ
る経済発展の推進力であるとした７）。シュム
ペーターによれば企業者の新結合とは，①新製
品の開発， ②新しい生産方法（新しい経営組織
を含む）， ③新しい販路の開拓 ，④原料・半製
品の新しい開拓（新資源の開拓を含む），⑤新し
い市場組織の実現，の５つの場合を含むもので
ある。

２．２　経済変動と発展の図式

　いま，話を分かりやすくするため， １経済期
間を１年としよう。期首（１月１日）に，一国
は過去から前期末（前年１２月３１日）までに蓄積
した資本ストックＫ，労働人口Ｌ，生産技術ス
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トック a，などの経済ストック（ある時点にお
ける蓄積量・存在量）のセットをもって開始す
る。
　ここで，以下の説明の便のため，ストックの
概念とくに資産・負債・純資産の概念をわが国
の２００９年末現在の主体別および国全体の実態に
ついて見ておく。
（１）資産・負債項目の分類：内閣府によれば資
産と負債の項目を次のように分類している。
①資産（＝ a ＋ b）
ａ．非金融資産：

（１）生産資産（在庫，住宅を含む有形
固定資産，無形固定資産）

（２）有形非生産資産（土地，地下資
源，漁場）

ｂ．金融資産：
（１）貨幣用金・SDR（２）現金・預金
（３）貸出・借入（４）株式以外の証券
（５）株式・出資金（６）金融派生商品
（７）保険・年金準備金（８）その他

②負債：負債者から見た上記の金融資産の（２）
以下のすべての項目
③純資産（正味資産） ＝①資産－②負債
（２）経済主体の分類は次の５つの部門に大別さ
れている。すなわち，（１）家計（個人企業を
含む）（２）対家計民間非営利団体（３）企業

（非金融法人企業）（４）金融機関（民間・公
的・日銀）（５）一般政府
　表１は，平成２１（２００９）年末における，わが
国の資産・負債・純資産について部門別および
日本全体の状況をまとめたものである（言うま
でもなく，このストックが平成２２（２０１０）年初
に引き継がれる）。国内経済主体間の貸借関係す
なわち金融資産と負債とは日本国全体としては
相殺され，金融面では対外資産と対外負債およ
びその差額である対外純資産のみが意味を持つ。
すなわち，一国の純資産（正味資産）である国
富は次の式で表される。

国富＝非金融資産＋金融資産－負債
　　＝非金融資産＋（国内金融資産＋対外

金融資産）－（国内負債＋対外負債）
＝非金融資産＋対外金融資産－対外負債
＝非金融資産＋対外純資産

　表１に示す通り，わが国の平成２２年初時点に
おける非金融資産は２,４４６兆円，対外純資産は
２６６兆円，国富（正味資産）は２,７１２兆円であっ
た。
２．３　この経済ストック（とくに生産に関係
する非金融資産と労働力人口）は一国の潜在的
生産能力＝総供給能力（たとえば最大可能な実
質 GDP）を含意する。この年の現実の GDPの
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表１　平成２１（２００９）年末日本の部門（主体）別および一国の資産・負債・純資産

③＝①－②
純資産（正味資産）

②
負　　債

①ｂ
金融資産

①ａ
非金融資産

２,０３９兆円３６４兆円１,４５３兆円９５０兆円（１）家計（個人企業を含む）

７９兆円１５兆円５２兆円４２兆円（２）対家計民間非営利団体

６０５兆円１,１３５兆円８０１兆円９３８兆円（３）企業（非金融法人企業）

３８兆円２,７０９兆円２,７０１兆円４６兆円（４）金融機関（民間・公的・日銀）

－４９兆円１,０１９兆円５０１兆円４６９兆円（５）一般政府

２,７１２兆円５,２４２兆円５,５０８兆円２,４４６兆円（６）日本全体（純資産＝国富）

２６６兆円３２７兆円５９３兆円（７）海外（対外資産－対外負債＝対外純資産）

出典：内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部編
　　　『国民経済計算年報』（平成２３年版）より作成



水準は J. M.ケインズ（１８８３～１９４６）の言う総
有効需要（消費財や資本財など最終財に対する
総支出）の水準によって決まることは言うまで
もない（「有効需要の原理」）８）。
　以下，この節では政府部門を導入した開放経
済を想定する。ただし，単純化のため，資本減
耗（機械の老朽化などの資本価値の減少）を無
視する。図２に示したように，国内で新たに生
産された消費財と資本財という最終財（その合
計は GDP ＝国内総生産）であるが，それらは家
計によって購入（消費支出）されるか企業に

よって購入（投資支出）されるか，あるいは海
外に純輸出される（経常収支＝対外純資産の変
化）。GDPは正確には NDP（国内純生産）で評
価すべきであるが，以下，引き続き慣例的に
GDPの概念を用いることにする。他方，国内で
新たに生産された価値は分配されて所得となり，
消費支出として費消されるか貯蓄として蓄えら
れる。結果として， １年間の貯蓄（フロー）は
運用されて事後的には必ず投資支出（フロー）
プラス対外純資産の変化に等しく，それはまた
資本形成＋対外純資産の変化＝資本蓄積（ス
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図２　ストックとフローの相互作用
　　　──国民経済の成長・変動・発展のプロセス──

◎　時間（年数）の経過により経済成長が実現していくと共に，嗜好の変化，生産技術
の進歩（革新），新製品の開発などにより，産業構造や就業構造の変化，企業の栄枯
盛衰など経済構造の変化，経済発展が実現していく。いうまでもなく前期末のストッ
クは今期首のストックと同一の値である。
　なお，この図では，議論の単純化のため，資本減耗を無視している。



トックの増加）＋対外純資産の変化（ストック
の変化），すなわち国富の蓄積に等しい。そして
この間，時間の経過による消費生活，企業の生
産・投資活動とともに人口（労働人口）の純変
化，生産技術の進歩，新製品の開発，嗜好の変
化等も進行するであろう。かくして，年末には
年初と比べて，資本ストックの増加 D K，労働
人口の増加 D L，生産技術水準の向上 D aなど
が生じる。
　翌年の経済活動はこの拡大したストックを
もって始まる。ストックの拡大は潜在的生産能
力＝総供給能力の拡大を意味し，総有効需要の
低下がなければ現実の実質 GDPが増加する。
すなわち経済成長である。その結果，貯蓄性向
（貯蓄率）の大きな低下がなければ，貯蓄と資本
形成も増加する。前年のプロセスと同様，期末
の資本，人口，技術のストックは拡大する。ま
た，その質的成長も生じるであろう。かくして，
ストックの質と量が活動成果としてのフローの
規模を規定し，他方フローの活動の結果として
貯蓄すなわち資本蓄積が作り出され，その結果
ストックが拡大して次の年のフローの経済成長
をもたらし，それがまたより大きなストックの
蓄積をもたらす……。かくして，以上のごとく
時間の進行と共にストックとフローの相互作用
が生じるのであるが，換言すれば，これはス
トックとフローの間の相互依存関係であると表
現することもできるのである。
　以上の年々のプロセスが経済成長である。そ
の間，新製品の開発，生産と消費における構造
変化，産業構造の変化，企業の栄枯盛衰などが
絶えず生じるであろう。もっとも，企業の栄枯
盛衰と言っても，企業は常にその存続をかけて
企業努力をしており，嗜好が低下し需要が激減
している財貨から技術進歩の著しい製品や新製
品など嗜好が上昇している財貨へと絶えずシフ
トしておりそれが企業の発展と産業構造の変化
となって現れているのである。以上の年々のプ

ロセスが経済の成長・変動・発展である。なお，
総有効需要（いわゆる総需要）の激減による長
期的景気停滞とりわけ大不況の問題は５０年，１００
年に一度発生する大問題であるが，この問題は
別途マクロ経済政策面から考察する必要がある
であろう。

３．　経済的撹乱（大災害・戦争）の経済循
環への影響

３．１　東日本大震災の影響

　平成２３（２０１１）年３月１１日に発生した東日本
大震災はその約１時間後に勃発した福島第１原
子力発電所事故を併発させ，我が国史上まれに
みる複合大災害となった。被災地とその住民を
はじめ国民の生命・財産や精神的生活に計り知
れない大きな被害と打撃をもたらした。被害状
況をみると，（a）人的被害として，死者１５,７８１
人，行方不明４,０８６（いずれも２０１１年９月１０日現
在），避難者８７,０６３人（７月２８日現在）である。
行方不明者は地震発生後からかなり減少してい
るがそのぶん死者が増加し，避難者は次第に減
少している。（b）経済的被害については，①ス
トック面では，家屋・公共施設・社屋・工場・
機械設備・道路等の損壊，農場・漁場の損壊な
ど最大で２５兆円（国富の約１％）の喪失が見込
まれ，②フロー面では，工場・生産施設の損壊
やライフライン・物流・サプライチェーンの中
断などにより実質 GDPは最大約４兆円（２０１０
年の実質 GDPの約０.７％）の落ち込みが当初予
測されていた。震災後半年で生産活動はようや
く震災前の水準にかなり戻った。
　また，過去の内外の主な巨大自然災害，たと
えば１４万人以上の死者を出し，GDP比４３.６％の
被害額を出した大正１２（１９２３）年の関東大震災
や死者１６万人以上を出した２００４年のインドネシ
アの津波被害などと比べ死者は少ないとはいえ，
その物的・精神的被害はそれらに匹敵する歴史
的なものである。
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　ストック面では，住居の損壊だけでなく，国
民生活に直結する物資の輸送・通信における生
命線であるライフラインにも大きな支障が生じ
た。とくに電気・水道・ガス・通信・鉄道・道
路・学校・病院・公共施設など社会資本（イン
フラストラクチャー）の損壊，とりわけ農地，
漁場の損壊も大きな打撃であった。生産主体で
ある企業にあっては工場・機械の損壊は直接的
打撃であり，また原料・中間財（部品）などの
供給・調達体制であるサプライチェーンは上で
述べた相互依存の産業連関のとおりどの部分が
欠落しても製品が完成できず，国民経済に大き
な打撃を与えた。また，電力不足や道路網の寸
断，輸送・配給網の寸断など物流面でも大きな
打撃が生じた。このような大震災は戦争と同様，
国民経済の循環に大きな打撃を与え循環の鎖を
寸断して国民経済を麻痺させることにもなるの
である。これらはようやく復旧しつつあるが，
農地，漁港の復旧の遅れが目立つのが現状であ
る。これらの問題は図１からも想像できるであ
ろう。今回の大震災は併発した原子力発電所事
故による直接間接の被害もあり，復興までかな
りの時間を要すると想像される。

３．２　大震災への対応

　かくして，大震災は併発した福島第１原子力
発電所の放射能事故と共にストック面で大きな
損壊をもたらし，人命と国民の生活と財産に大
損害をもたらした。そして，ストック面での損
壊はフロー面での経済活動とりわけ生産力を大
きく低下させ生産水準の大きな縮減をもたらす
ことになったのである。政府・民間の研究機関
では，復興のための費用は２５兆円程度は必要で
あると推計されている。
　このような物的被害・損失は測定でき可視的
なものであるが，人命と被害者の精神的な打撃
は計り知れないものがあるであろう。確かにこ
れは目に見えぬ戦争であるといっても過言では

ない。ともあれ，関東大震災（１９２３年９月１日
勃発）の際，発足直後の山本権兵衛内閣のス
ピーディな対応と断固とした復興の計画・実施
の歴史的経験があり，今後，確固たる復興計画
のもと，速やかな復興の実現が待たれるところ
である。

４．　経済学の本質と意義

４．１　経済と文明

　人類の文明は三千年とも五千年ともいわれる。
釈迦牟尼（ブッダ）が生誕して２５００年前後，イ
エス・キリストが生誕して２０００余年であるが，
上で見てきた図１の経済循環の構造すなわち経
済主体間ならびに市場間の相互依存関係，なら
びに図２の時間の流れとの関連での経済の変
動・発展を，仏典の中で最も短くかつ最も親し
まれている「 般  若  心  経 」の 空 の真理との関連で

はん にゃ しん ぎょう くう

考えてみることにする９）。
　空の真理とは，あらゆる 物事 や現象の原理す

ものごと

なわち存在の原理のことであるが，これは，一
つは「無常の存在」であり，もう一つは「無我
の存在」である。無常の存在とはすべての物事
や現象はつねに移り変わり，永遠で不変の存在
は一つもないということであり，周知の「諸行
無常」のことである。図２において示した時間
の流れとの関連での経済の成長・変動・発展，
企業や産業の栄枯盛衰などはまさにこの認識に
対応している。もう一つの無我の存在とはもろ
もろの存在はそれ自体として 他 と孤立して存在

ほか

しえないということであり，あらゆる存在は他
と関わり合って初めて存在が可能であるという
事実を指している。これは「諸法無我」のこと
である１０）。そして，注目すべき点として，この
「空」の原理は社会科学において議論される
Sollen（当為あるいは道徳的義務）ではなく
Sein（存在，実在，本質）について説かれた存
在の原理であり，価値判断からの自由いわゆる
没価値性に関わる原理を問題としている点であ
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る１１）。
　図１で示した経済主体相互間の関係や産業
間・市場間の相互依存関係などはすべてこの教
えに対応しているといえる。このような「空」
の真理すなわち存在の原理は近代経済社会の成
立よりもはるか以前の２０００年以上も前に説かれ
た真理であり，その真理の本質が近代市場経済
の本質と合致していることは極めて興味深いと
ころである。

４．２　希少性の法則

　さて，人間生活においてなぜ経済が問題とな
るのであろうか。いつの時代においても世界の
どこにおいても，人間の物的欲求Ｗと比べて物
的欲求充足手段Ｍが相対的に不足しているから
である。より一般的に言えば，L.ロビンズ
（１８９８～１９８４）が的確に指摘したように，それは
目的を達成するための手段の不足ということで
あり，彼はこれが経済学の本質であると認識し
た１２）。（もっとも，人間の生存にとって不可欠
であっても，無限に供給されるモノ例えば空気
は無償で入手できる自由財であって価格の付く
経済財ではない。そこには経済問題は発生しな
い）。これが経済学によるオーソドックスな答え
である。
　経済学者はこの現象 W＞ Mを指して「希少
性の法則」（law of scarcity）と呼んできた。こ
れは人間個々人だけでなく，企業・集団・政
府・国民経済そして世界経済全体にも妥当する
普遍的な法則であるとされてきた。これは公式
として次のように表すことができる。

W ＞ M

　卑近な例でいえば，例外を除いて全ての家計
（世帯）にとって，消費生活における消費的欲求
は充足手段である可処分所得をはるかに超えて
いる。家計はその所得制約の中でその効用が最
大となるように各用途への支出配分を考えなく

てはならない。これは１つの重要な経済問題で
ある（消費者選択の理論）。あるいは，あらゆる
個人にとって，一日は２４時間であり，この制約
の中でさまざまな人生目標と一日の生活目的の
ための時間配分を考慮しなくてはならない。生
きる意欲の旺盛な青年ほどこの時間配分の問題
を意識するであろう。希少性の問題が存在する
ところには，充足手段の制約がありそこから必
然的に代替または選択の問題が生じるのである。

４．３　希少性の法則と人間の対応

　この不等式の格差を縮小するために人類は主
として３方向から解決の努力をしてきた。
（１）第１の努力は生産力を高める（Ｍを引き上
げる）努力である。そのために人間は貯蓄し
資本蓄積をしてきた。また利用可能な土地の
拡張を図ってきた。生産面では，人間の熟練
度を高め，迂回生産の活用，生産技術の改
良・技術革新や新発明，新製品の開発を追求
してきた１３）。

（２）第２の努力は人間の欲望の抑制（Ｗを引き
下げる）努力である。確かに人はパン（経済
を象徴する言葉）なしには生きられない。し
かし，イエス・キリストの言う「人はパンの
みにて生きるにあらず」（マタイ福音書 ６: 

２５–３４）という言葉もまた真理である１４）。社会
学の巨人 M.ヴェーバー（１８６４～１９２０）はそ
の著『プロテスタンティズムの倫理と資本主
義の精神』（１９２０）において，信仰者である生
活者兼労働者，生活者兼資本家（企業者）た
ちがどのような日常生活をし経済活動をした
かをつぶさに観察し考察した結果，彼はプロ
テスタント諸派の禁欲主義という経済倫理
（エートス）こそが資本主義発展の精神的推進
力であり資本主義の精神であったと結論づけ
ている１５）。
　それに対して仏教では，釈迦牟尼（ブッダ）
の残した多くの教えの中の１つに「少欲知足」
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（『 遺  教  経 』）１６）という言葉がある。少しの欲
ゆい きょう ぎょう

望で充足を知る，即ち貪欲でもなく禁欲でも
ない中道（中庸）の精神を説いた言葉である。
「吾唯知足」（ 吾  唯 足るを知る）とか老子の

われ ただ

「知足者富」（足るを知る者は富む）１７），あるい
は二宮尊徳の「勤・倹・譲」の勤倹精神１８）な
ども同様の思想であろう。

（３）第３の方向は社会制度の改革，すなわち富
者から貧者への所得再分配という所得分配制
度の改革である。下の図３の説明はあくまで
第１次接近として考えていただきたい。図３
において詳しく説明しているように，このよ
うな所得再分配は所与の国民所得の下で，一
国全体の経済厚生（社会的総効用）を高める

ものである。

４．４　節倹は不徳か

　ここで，２０世紀最大の経済学者といわれる 
J. M.ケインズ（１８８３～１９４６）ついて触れてお
く。ケインズの最大の功績は「有効需要の原理」
を提唱して，１９３０年代前半の世界的大不況（当
時の先進国諸国の失業率はすべて２０％以上）の
原因を究明し，その克服策を提示したことにあ
る。当時の先進国の生産力は高度に達しており，
ケインズはこのような１９３０年代の大不況期の先
進国の経済状況を指して「豊富の中の貧困」
（poverty in the midst of plenty）と呼んだ１９）。そ
のような状況での欲求と充足の関係は次頁の図
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①所得再分配前
　国民所得 OAOBのうち，富者Ａの所得 OAZ，貧者Ｂの所得 OBZ。富者
Ａの総効用はOAAKZの面積，貧者Ｂの総効用はOBBGZの面積，一国全
体の総効用は OAAKGBOBの面積。
②所得再分配後
　富者Ａから貧者Ｂへ WZの所得再分配。富者の総効用は WJKZの面
積だけ減少し，貧者の総効用はZGHWの面積だけ増加する。従って，一
国全体の総効用は JHGKの面積だけ増加して OAAJHBOBの面積となる。

（注）ここでは，第１次接近として，全ての個人について類似の貨幣（所
得）効用関数を仮定し，貨幣（所得）の限界効用逓減の法則が働く
と想定している。

図３　所得再配分と一国の経済厚生の増大



４のような概念で把握することができる。
　最後に，このような大不況を含む国民経済に
おいて，上述の内容との関連で，ケインズ経済
学において「節倹のパラドックス」（paradox of 
thrift）または「貯蓄のパラドックス」と呼ばれ
る，いわゆる「構成の誤謬」（fallacy of composi-
tion）の問題について上述の議論（とくに ４．３ 

の（２））との関連で一言しておく。
　すなわち，一個人の節倹は当人の貯蓄を増加
させるが，社会の大半の人々の節倹（それは一
国の貯蓄性向の上昇したがって消費性向の低下
となる）は一国の消費支出を減少（したがって
有効需要を減少）させていわゆる乗数効果を通
じ，GDP・雇用・国民所得の減少をもたらし，
その結果として国民貯蓄を減少させる。それは
貯蓄を増やす行動に出た国民の大半の個人貯蓄
を減少させることにもなる。これがいわゆる節
倹のパラドックスすなわち構成の誤謬である。
かくして，ケインズは不況時における人々の節
倹は不況を深刻化させるので，必ずしも節倹は
美徳ではないと考えたように思われる。
　しかし，二宮尊徳やB.フランクリンの勤倹精
神を引用するまでもなく節倹は決して不徳では
ない。要は不況時において政策的にいかに有効
需要を創出していくか，さらには滞っている貯
蓄（とりわけタンス貯金など）をいかに引き出
して有効活用できる方策を見出すことができる
かである。ケインズの真意も必ずしも無駄遣い
せよというところにはあらず，不況時には有効
需要を増加させる実効性のある政策を考えよと
いうところにあったと考えられる。

５．　マクロ経済政策

５．１　経済政策の体系

　マクロ経済政策の原理の根底には，L.ロビン
ズの言う目的と手段との関係が存在する。この
関係をより体系的・具体的に提示したのは J．
ティンバーゲン（１９０３～１９９４）（１９６９年，最初
のノーベル経済学賞の受賞者）であった２０）。
　彼によれば経済政策または経済システムの究
極的な目的（aims）は経済厚生の最大化にあり，
経済政策は複数の政策目的と複数の政策手段
（means）の体系によって構成されるとする。
　それは質的または構造的政策体系（system of 
qualitative or structural policy）と数量的政策体
系（system of quantitative policy）に区分される
とする。ここで，質的・構造的経済政策とは独
占禁止政策，財産権の変更，社会保障政策，環
境保全政策をはじめとしてとくに法制度の改革，
社会構造組織の変革を伴うものを指す。これに
対し，政府支出や補助金・課税，通貨発行額，
公定歩合等の手段（instruments）と完全雇用・
物価水準の安定・国際収支の均衡等の目標（tar-
gets）とによって構成される体系は数量的経済
政策（system of quantitative policy）と呼ばれ
る。

５．２　日本経済のマクロ経済状況

　２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災によ
る経済的大被害に対しては別途に特別の復旧・
復興政策が必要である。それは別として，いわ
ゆるバブル崩壊後の失われた２０年と呼ばれるわ
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図４　有効需要不足（大不況）の状況を含む物的欲求と充足手段の関係



が国のマクロ経済の特徴は， １つは超長期のデ
フレ不況であり，もう１つは図５に示したよう
に財政の基礎収支すなわちプライマリー・バラ
ンス（primary balance）（租税収入等―政策経
費）の赤字拡大とその結果としての政府債務残
高の異常な拡大，この２つである。今日，政府
債務残高Ｄの大きさ及びその GDPに対する比
率の高さは先進国の中でも際立っており，これ
の解決は最も重要な政策目標である。図５にお
ける政府財政収支の目標は２０１０年６月に当時の
政府が閣議決定した「財政運営戦略」にもとづ
いて図示したものである。数値は概数であるが，
２０１５年に赤字を半減させ，２０２０年に収支を均衡
させ，以後黒字に転換させ，政府累積債務を２０
年をピークとして，それ以後減少させ２０５０年頃
にゼロにするというシナリオである。ここで，
この図を示した意図は，正確な数値を示すこと
ではなく，いまや日本経済の最大の課題となっ
た持続的な赤字フローと巨額の累積債務ストッ
クの拡大の関係を示して，政府が事態の重大性
にようやく気付いたことを確認するためである。
　以下では，このような状況のもとで，不必要
な政府支出の除去・削減，分配上公平な租税制
度の厳格な検討など，適切に講じられるべき構
造的政策などは当然の前提として，議論を数量
的経済政策に限定して検討する。

５．３　数量的経済政策の体系

　数量的経済政策は１つの体系であり，それは
２つの定理によって構成される。 １つは，「複数
の政策目標の達成のためには少なくとも同数の
独立した政策手段が存在しなければならない」
というものであり，これをティンバーゲン定
理２１）と呼ぶ。もう１つは，R. A.マンデル
（１９３２～）（１９９９年ノーベル経済学賞受賞）が提
唱したところの「それぞれの政策手段は相対的
効果の大きい目標の実現に向けて実施されなけ
ればならない」というものである。これはマン
デル定理と呼ばれるが，これは比較優位の原理
を経済政策面に適用したものであり，有効市場
区分の原理（principle of effective market classi-
fication）とか政策手段の政策目標への割り当て
問題（assignment problem）の名称で呼ばれ
る２２）。この体系の樹立のプロセスでJ. E.ミード
（１９０７～１９９５）（１９７７年ノーベル経済学賞受賞）
が果たした役割も大きいであろう２３）。
　以下の議論では，日本経済の過去２０年の状況
にかんがみて，経済政策の目標として， １つは
デフレ脱却と景気の回復をひとくくりにしてデ
フレ不況の解決，もう１つは政府債務残高の拡
大の阻止のため財政のプライマリー・バランス
の均衡という２つの目標を設定する。前者をイ
ンフレなき完全雇用所得すなわち国内均衡の実
現（Y ＝ Yf），後者を財政収支の均衡（GB ＝０）
として表す。
　他方，経済政策の手段として， １つは政府支
出（いわゆる政策経費）G，もう１つを税率す
なわち消費税率または平均所得税率（t）という
２つの手段を想定する。最近では税収改善のた
め消費税率引き上げが議論の中心を占めるが，
以下，超物価安定の状況では，両者の同率の引
き上げ（または引き下げ）は総需要や税収に対
して近似的に類似の効果をもたらすと仮定して，
租税政策は平均所得税率を政策手段とする２４）。
なお，金融政策は長期的物価水準（GDPデフ
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図５　政府財政収支と債務残高



レーター）の低下を阻止するため，ゼロ金利が
続いても持続的に金融の量的緩和政策の実施を
おこなうものとする。

５．４　マクロ経済と財政収支のモデル

　モデルの設定に際し，以下では物価水準，利
子率を一定として閉鎖経済を想定する。
　モデルにおいて，記号の意味を次のようにす
る。Ｙ：GDPまたは国民所得，C０：基礎消費
（一定），I：投資支出（一定），T：政府税収，
G：政府支出（政策経費），GB：財政収支（プ
ライマリー・バランス），c：限界消費性向，t：
平均所得税率（消費税率）
　マクロ経済均衡の基本式から GDPの均衡水
準が決定される．

  ……（５.１）

 

……（５.２）

　ここで，k ＞１は乗数値である。
　他方，財政の基礎的収支は次式で示される。

  ……（５.３）

５．５　経済政策の効果

　政府支出政策および租税政策（税率操作）の
GDPと財政収支に与える効果は次のようにな
る。

  ……（５.４）

  ……（５.５）

 

……（５.６）

Y ( ) {C I G}= ⋅ − ⋅ + + +c t Y1 0

Y
1

1 c (1 t)
{C I G} k {C I G}=

− ⋅ −
⋅ + + = ⋅ + +0 0

GB T G t Y G= − = ⋅ −

dY
dG

1
1 c (1 t)

k=
− ⋅ −

= > 0

d
dG

( )
GB

t k= − − ⋅ <1 0

d
d ( )

Y
t c t

c Y k c Y 
  

      
1

1 1
0

  ……（５.７）

　これらの結果から，不況デフレで財政赤字の
状況においては，（５.４）（５.５）式より，政府支出
の増加はデフレ不況を緩和させるが，財政収支
に対しては，景気回復による税収増加を上回る
政府支出の増加により財政収支を悪化させると
いう副次的効果をもたらす。逆に，政府支出の
削減は財政収支を改善するが不況デフレを深刻
化させる。他方，（５.６）（５.７）式より，税率の引
き上げは財政収支を改善するがデフレ不況をさ
らに悪化させる。逆に，税率引き下げはデフレ
不況を緩和させるが財政収支をより深刻化させ
る。いずれの政策手段の操作も一方の目標には
有効であるが他方の目標に対しては有害な副次
的効果が発生する。これはまさに平　清盛の長男
重盛が直面した「忠ならんと欲すれば孝ならず，
孝ならんと欲すれば忠ならず」という忠孝両全
の難しさを想起させるものである。

５．６　政策目標関数

　ある政策目標を達成するためには，一方の政
策手段水準を所与とした場合，他方の政策手段
の水準がどのようなものであるべきかを検討す
る必要がある。したがって目標を実現するため
には２つの政策手段の組み合わせが無数に存在
することになる。これが政策目標関数である。
　インフレなき完全雇用 GDPすなわち国内均
衡 Y＝ Yf をあらわす政策目標関数は

  ……（５.８）

として示し，財政収支均衡をあらわす政策目標
関数は

  ……（５.９）

として表わされる。この２つの式は国内均衡 
Y ＝ Yfと財政収支均衡 GB ＝０ とがそれぞれ tお

d
d

( )
GB

t
k c t Y= − ⋅ ⋅ >1 0

Y Y t Gf = ( , )

GB GB t G= =0 ( , )
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よび Gに依存しつつ，両者が相互依存関係にあ
ることを意味している。
　これらを図で表せば，後掲の図６の国内均衡
線（Y ＝ Yf曲線）および財政収支均衡線（GB ＝
０ 曲線）として示される。政策手段の割り当て
問題を考えるため両曲線の導出を検討すると，
（５.８）式より

  ……（５.１０）

  ……（５.１１）

　右上がりの YYf曲線（国内均衡線）が導出さ
れる。
　そして（５.９）式より

  ……（５.１２）

 

 ……（５.１３）

　同じく右上がりの GB ＝０ 曲線（財政収支均衡
線）が導出される。
　（５.１１）式と（５.１３）式とを比較すれば

  ……（５.１４）

となり，これより国内均衡線（Y ＝ Yf 線）の傾き
は財政収支均衡線（GB ＝０ 線）の傾きよりも大
きい。
　すなわち，

 

＞ 

……（５.１５）

が得られる。
　政府支出政策は相対的に国内生産・雇用に対

dY
dY
dt

dt
dY
dG

dGf = = ⋅ + ⋅0

   





dt
dG

dY
dG
dY
dt

c Y
Y Yf

1
0

dGB
dGB

dt
dt

dGB
dG

dG= = ⋅ + ⋅0

   
 

   




dt
dG

dGB
dG

dGB
dt

t k
c t k Y

GB 0

1
1

0
( )




dt
dGGB 0

dt
dG

Y Yf

政府支出変化の Yへの効果
租税率変更の Yへの効果

政府支出変化のGBへの効果
租税率変更の GBへの効果

して大きな効果をもち，租税率政策は相対的に
財政収支に対して強い効果をもつ。かくして，
いわゆる「有効市場区分の原理」を適用すれば，
国内経済が不況・デフレ，財政収支の持続的赤
字の状況では，政府支出の増加策と税率の引き
上げ策のポリシー・ミックスを実施すべきであ
るということになる。

５．７　図による分析

　図６において，縦軸に租税率ｔの水準，横軸
に政府支出 Gの水準をはかり，Y ＝ Yf  曲線は 

国内均衡を可能にする Gとｔの水準の組み合わ
せを，そして GB ＝０ 曲線は財政の基礎的収支の
均衡を可能にする Gと tの水準の組み合わせを
示している。Y ＝ Yf曲線の右下方領域はインフ
レをもたらす領域であり，左上方領域はデフレ
不況をもたらす領域である。また GB ＝０ 曲線の
左上方領域は財政収支の黒字を，そして右下方
領域は財政収支の赤字をもたらす領域である。
図の矢印はインフレの状況では Gの水準を引き
下げるべきことを，デフレ不況の状況では Gの
水準を引き上げるべきことを示している。また，
財政が黒字の状況ではｔの水準を引き下げるべ
きことを，そして赤字の状況ではｔの水準を引
き上げるべきことを示している。理想的な状況
にあるのは２つの曲線の交点 Zの座標で示され
る２つの政策の組み合わせの場合のみである。
２つの曲線の位置は経済の法制度や経済構造に
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f

図６　国内均衡線と財政収支均衡線
　　　──経済状況の４つの類型──
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表２　政策効果に関する推計資料
（A）政府支出（公共投資）を名目 GDPの１％相当額だけ継続的に拡大した場合の経済効果

政府支出増加の GBへの効果

 

dGB
dG

< 0

政府支出増加の GDPへの効果

 

dY
dG

> 0

－０.６０１.１８１年目

－０.４６１.７１２年目

－０.４４２.０５３年目

（B）所得税（物価水準一定下の消費税）を名目 GDPの１ %相当額だけ継続的に増税した場合の経済効果

税率引上げの GBへの効果

 

dGB
dt

> 0

税率引上げの GDPへの効果

 

dY
dt

< 0

　０.９４－０.２５１年目

　０.８１－０.８０２年目

　０.７８－１.０８３年目

（C）政府支出増加および所得税（または消費税）増税の相対的経済効果
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政府支出増加の GDPへの効果

　   税率引上げの GDPへの効果

　０.６４４.７２１年目

　０.５７２.１４２年目

　０.５６１.９０３年目

出典：（A）（B）は内閣府経済社会総合研究所「短期日本経済マクロ計量モデルの構造と乗数分析」（新川浩嗣編
著『日本の税制』平成２１年度版，財経詳報社，p. ２５）。（C）は（A）（B）より筆者計算。
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図７　デフレ不況・財政赤字下のポリシー･ミックス



依存する。いずれにせよ，図６は２つの政策目
標間の相互依存関係を示しているのである。
　２つの目標が不均衡である組み合わせとして
４つの状況（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）が区分される。
たとえば，領域Ⅲにおいてはデフレ不況で財政
収支が赤字の状況である。この状況において政
策当局はどのような政策を実施すべきか。図７
では，国内経済状況が不況で政府財政状況が恒
常的な赤字の場合，（a）図では，マンデル定理
に従って不況解決に向けて政府支出の増加を，
そして財政赤字縮小・解消に向けて増税策を実
施するとき，経済は次第に Z点に収斂していく
ことを示している。すなわち安定的な政策割り
当てである。逆に（b）図では不況解決に向けて
減税策を行い，財政赤字縮小に向けて政府支出
の削減を行うというポリシー・ミックスを実施
する場合には，経済は Z点からますます離散し
ていくことを示している。すなわち，不安定的
な政策割り当てである。
　もっとも，このような（a）図の政策の組み合
わせを考える場合，各政策の程度・強さと速度
を考慮しなければならない。すなわち，財政再
建を最優先するのか，それともデフレ・不況の
解消を最重視するのか，あるいは両者を同程度
にウエイトを付けるのかによって Z点に向かう
経路と速さが異なるのである。大震災発生以前
は消費税率引き上げによる財政再建重視の論調
が支配的であったが，大震災発生以後，２０１１年
９月現在，大震災からの速やかな復興が最優先
の政策課題であるとすれば，財源を復興債に依
存した住環境・産業立地・インフラ整備を中心
とする公共投資主導型の政府支出重視の政策を
中心とすべきであろう。なお，上でもふれたよ
うに金融緩和政策はデフレを深刻化させないた
めにも，また復興を金融面から支えるためにも
継続すべき重要な政策である。

５．８　政策効果の推計

　最後に，上の政策方向の結論を裏付ける１つ
の推計結果を示してこの節を終えることにする。
　前頁の表２において，表（A）は政府支出を
名目 GDPの１％相当額だけ継続的に拡大した
場合の経済効果を，そして表（B）は所得税
（または物価水準一定下の消費税）を名目 GDP

の１％相当額だけ継続的に増税した場合の経済
効果を示している。表（C）はこの表（A）（B）
の結果を元に GDPに対する２つの政策効果の
比，ならびに財政収支に対する２つの政策効果
の比を求め，両者を比較している。明らかに，
政府支出は相対的に GDPに対して大きな効果
をもち，租税政策は相対的に財政収支に対して
強い効果をもつ，という上述の結論に一致して
いる。

お　わ　り　に

　本稿では，経済学におけるいわゆる相互依存
性または相互作用という問題を，市場の一般均
衡理論，および資産のストックと経済活動の成
果とりわけ貯蓄フローとの相互作用関係として
議論してきた。これは空の思想すなわち物事や
現象の原理，とくに物事は単独で存在しえない
という無我の原理，そして物事は常に変化する
という無常の原理とを内容とするものであり，
Sein（存在・実在・本質）に係わるものであっ
て Sollen（当為）に関するものではない。浅学
非才を省みずこのような内容の論文を初めて書
いたので独断を恐れているが，御批判・御教示
を賜れば誠に幸いである。
　最後に，箱木教授が益々若々しい姿で，お元
気に活躍されることをお祈りいたします。

２０１１．９．１５

注

 １）　家計および企業の主体的均衡条件については，
Hicks（１９３９），chap. １ and ６ を参照。
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 ２）　Samuelson and Nordhaus（２０１０） , chap. ２ 参照。
 ３）　Walras（１８７４～７７）。より明快な体系的叙述とし
て Hicks（１９３９），日本の文献では，安井（１９７４）
を参照。

 ４）　なお，ワルラス法則との関連で議論を先取りし
て次のことが言えよう。いま，マクロ経済の観点
から諸財と生産要素を合わせて実物財と呼び，証
券と貨幣を合わせて金融財と呼ぶ。ワルラス法則
により，実物財が全体として超過需要の状態であ
れば，金融財は全体として超過供給の状態であり，
従って国民経済は好況又はインフレーションの状
況が生じる。逆に，金融引締めにより金融財が全
体として供給不足であれば，実物財は全体として
需要不足になり，国民経済は不況・デフレーショ
ンの状況に落ち込む。かくして，ワルラス法則の
存在により国民経済における実物面の動きと金融
面の動きは互いに逆行関係（regression）にあるこ
とになる。逆行関係の概要については森嶋（２００４）
１５９頁より引用。なお，マクロ一般均衡の理論展開
については同書の体系的な議論を参照。

 ５）　政府部門を考慮した開放経済の一般的な経済循
環の構造についての解説については，Hicks
（１９４２）を参照されたい。

 ６）　近代経済学を含めて，科学のパラダイムの解説
として安井（１９７４）を参照。

 ７）　Schumpeter（１９１２），訳書第２章参照。シュム
ペーターは第１章において経済動学に先行する経
済静学を検討し，ワルラスの一般均衡理論が静学
であることを論じている。

 ８）　Keynes（１９３６），chap. ３，訳書，第３章。
 ９）　「般若心経」は本文がわずか２６２文字という最も
短い経典であるが仏教の核心を説いているといわ
れている。古今の解説書・研究書は数多くあるが，
代表的なものとして，高神（１９５２），中村・紀野
（１９６０），金岡（１９８６），中村（２００３），松長（２００６），
平山・中村・堀内（２０１０）などを参照。また，科
学者の立場から書かれた示唆に富むものが出版さ
れているが，潘（２００２）は極めて論理的なすぐれ
た解説書であると思われる。

１０）　たとえば，松原（１９８４）など参照。なお，同じ
ことを因果関係，縁起の原理の立場から説く多く
の論者もいる。たとえば，ダライ・ラマ＝大谷
（２００８）を見られたい。

１１）　Seinと Sollenの問題については，Weber
（１９０４）（１９１９）において徹底的に論じられている。

１２）　これを経済学の本質として論じたのが Robbins
（１９３２）であった。

１３）　人間の文明の歴史，とくに経済発展の観点から
見ればそれは技術進歩と発明の歴史であり，それ
が一気に開花したのが数次の産業革命による加速
度的な技術革新である。なお，Maddison（２００１）
は極めて興味をそそる大著である。

１４）　なお，イエス・キリストの有名な山上の垂訓の
中でも最も感動的な次の聖句（マタイ福音書： 

６: ２５–３４）を引用しておく。「それだから，あなた
がたに言っておく。何を食べようか，何を飲もう
かと，自分の命のことで思いわずらい，何を着よ
うかと自分のからだのことで思いわずらうな。命
は食物にまさり，からだは着物にまさるではない
か。空の鳥を見るがよい。まくことも，刈ること
もせず，倉に取りいれることもしない。それだの
に，あなたがたの天の父は彼らを養っていて下さ
る。あなたがたは彼らよりも，はるかにすぐれた
者ではないか。あなたがたのうち，だれが思いわ
ずらったからとて，自分の寿命をわずかでも延ば
すことができようか。また，なぜ，着物のことで
思いわずらうのか。野の花がどうして育っている
か，考えて見るがよい。働きもせず，紡ぎもしな
い。しかし，あなたがたに言うが，栄華をきわめ
た時のソロモンでさえ，この花の一つほどにも着
飾ってはいなかった。きょうは生えていて，あす
は炉に投げ入れられる野の草でさえ，神はこのよ
うに装って下さるのなら，あなたがたに，それ以
上よくしてくださらないはずがあろうか。ああ，
信仰の薄い者たちよ。だから，何を食べようか。
何を飲もうか，あるいは何を着ようかと言って思
いわずらうな。これらのものはみな，異邦人が切
に求めているものである。あなたがたの天の父は，
これらものが，ことごとくあなたがたに必要であ
ることをご存じである。まず神の国と神の義とを
求めなさい。そうすれば，これらのものは，すべ
て添えて与えられるであろう。だから，あすのこ
とを思いわずらうな。あすのことは，あす自身が
思いわずらうであろう。一日の苦労は，その日一
日だけで十分である。」

１５）　Weber（１９２０）。なお，旧訳の訳者解説を参照。
ヴェーバーはまたしばしば Franklin（１８１８）を引
用している。

１６）　「遺教経」は，「十七条憲法」「般若心経」やその
他多くの経典と共に東京大学佛教青年会編（１９７８）
に所収されている。

１７）　Schumacher（１９７３）はじめ Wackernagel & 
Rees（１９９６） , Daly（１９９６） , Daly & Farley（２００３）等
の「経済と環境・生態系の関係」をとり扱った書
物の根底に流れている思想は，ここで取り上げた
思想と共通の認識を有していると考えられる。

１８）　村松編著（１９９５）参照。
１９）　Keynes（１９３６） , chap. ３, p. ３１。
２０）　Tinbergen（１９５６） , chap. ２-５ を参照。なお，
ティンバーゲンの国際経済政策の体系と概要につ
いては，佐野（２００６）およびそこで紹介したティ
ンバーゲンの著書・論文を参照されたい。

２１）　ティンバーゲン定理については，Tinbergen
（１９５２） , chap.Ⅴ参照。なお，訳書第Ⅴ章参照。

２２）　Mundell（１９６８） , chap. １４，訳書第１４章参照。な
お，政策目標と手段の数が３個以上の場合には比
較優位の原理が適用できなくなる。この場合には
周知の「マッケジー＝ジョーンズの定理」を適用
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することによって，最適な経済政策が実現する。
これについては，佐野（１９８２）第７章を参照され
たい。

２３）　Meade（１９５１）全巻の広範な議論を参照。
２４）　厳密に言えば，所得分配に及ぼす効果を別とし
ても，同一率の平均所得税率引き上げと消費税率
引き上げの経済効果には相異がある。それは第１
に，マクロ的に言えば，直接税と間接税の違いか
ら生じるのであるが，次の点からも違いが生じる。
結論だけを述べると，あらゆる消費財・サービス
への一定率の増税をした場合，需要の価格弾力性
が小さい財（多くの生活必需品）からの消費税収
は増加し，価格弾力性が大きい財（多くの奢侈品）
からの消費税収は減少する。したがって，前者の
効果が圧倒的に強いと仮定すれば，消費税率の引
き上げはほぼそれに近い率で政府税収入を増加さ
せるであろうが，弾力性の大きな財もかなりある
ので税収への効果は割り引いて考えなければなら
ない。さらに第２に，消費税率の引き上げは所得
税率引き上げの場合のように政府税収への直接的
効果ではない。とくに，消費税収入は消費を通じ
る間接税であるから直接税である所得税収入と比
べてほぼ平均貯蓄性向の大きさだけ小さくなる。
これも両者の経済効果の相異をもたらすのである。
これらのことを十分認めつつ，以下，両者の効果
が近似的に等しいものと仮定して，消費税率引き
上げの経済効果を所得税率引き上げの効果で代替
させることにする。
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